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（１）審議概観

第201回国会において、本委員会は、政

策評価の現状等に関する件、国と地方の

行政の役割分担に関する件、行政評価等

プログラムに関する件及び行政評価・監

視活動実績の概要に関する件等について

調査を行うとともに、「国と地方の行政の

役割分担に関する小委員会」を設置した。

また、行政監視、行政評価及び行政に

対する苦情に関する調査報告書（行政監

視の実施の状況等に関する報告書）を議

長に提出することを決定した。

なお、今国会においては、不適正行政

による具体的権利・利益の侵害の救済を

求めることを内容とする苦情請願は、付

託されなかった。

〔国政調査〕

２月17日、政策評価の現状等に関する

件について高市総務大臣から説明を、政

府参考人から補足説明を聴いた。

また、国と地方の行政の役割分担に関

する件について参考人鹿児島県大和村長

伊集院幼君、明治大学公共政策大学院ガ

バナンス研究科専任教授木村俊介君及び

中央大学法学部教授礒崎初仁君から意見

を聴いた後、各参考人に対し質疑を行っ

た。

質疑では、国と地方の権限関係が集権

化に向かっていることの確認、「立法分権」

における地方議会のマンパワー的課題と



対応可能性への懸念、広域な対応を要す

る災害発生時における国と地方の行政の

役割分担の在り方、市町村合併の進展に

対する評価と人口減少下における基礎自

治体の適正数、地域のニーズや住民サー

ビスの充実を踏まえて地方自治体の適正

な職員数を確保する必要性、行政計画の

整理に当たっての判断基準、融合型とさ

れる国と地方の事務分担からの脱却と国

の出先機関の役割、国や県からの調査・

照会への対応に係る町村の業務負担の状

況、「立法分権」の推進における公平性や

平等性の確保、政令市に基礎自治体を設

定する際に基礎自治体の適正規模の判断

に用いるべき指標、町村における専門性

を有する人材の確保の困難性、公立病院

等の統廃合など地域医療の課題への対応

における国と地方の役割分担の在り方、

災害発生時の支援や被災者の生活再建に

係る国と地方の望ましい役割分担、全国

町村会が道州制の導入に慎重な背景、地

方税制と地方の財政強化に関する所見、

「立法分権」と委任立法の異同、戦前か

らの中央集権型財政構造と地方分権改革

による中央集権化の招来に係る所見、消

費税の全額地方財源化に係る所見、新型

コロナウイルスへの対応をより分権体制

で行うべきとの見解に係る所見などが取

り上げられた。

４月13日、行政評価等プログラムに関

する件及び行政評価・監視活動実績の概

要に関する件について高市総務大臣から

説明を、政府参考人から補足説明を聴い

た後、行政評価等プログラムに関する件、

政策評価の現状等に関する件及び行政評

価・監視活動実績の概要に関する件につ

いて高市総務大臣、牧原経済産業副大臣

及び政府参考人に対し質疑を行った。

質疑では、上関原子力発電所の立地自

治体への電源立地地域対策交付金交付継

続の適切性、事業活動の休止等に伴う営

業損失に対する補償の必要性に関する総

務大臣の見解、生活支援臨時給付金の支

給対象要件の設定理由と支給の対象者及

び時期、ＮＨＫ訪問員がテレビ設置時で

はなく当月から受信料支払いを求める行

為が放送法に違反する可能性などが取り

上げられた。

また、国と地方の行政の役割分担に関

する小委員会を設置することを決定した。

６月１日、行政評価・監視活動実績の

概要に関する件について高市総務大臣か

ら説明を、政府参考人から補足説明を聴

いた後、国と地方の行政の役割分担に関

する小委員会の活動経過について、小委

員長から報告を聴いた。

また、行政監視、行政評価及び行政に

対する苦情に関する調査報告書（行政監

視の実施の状況等に関する報告書）を提

出することを決定した。

なお、６月３日、本会議において委員

長が行政監視の実施の状況等に関する報

告を行った。

（国と地方の行政の役割分担に関する小

委員会）

４月13日、国と地方の行政の役割分担

に関する件について高市総務大臣、 藤

総務大臣政務官、神田内閣府大臣政務官、

藤原内閣府大臣政務官及び政府参考人に

対し質疑を行った。

質疑では、国と地方自治体の事務の役

割分担の基本的な考え方、地方自治体が

事実上実施を義務付けられている計画策

定などの事務に関する総務省の取組、国

から地方自治体に対する通知・事務連絡

等の発出状況と地方自治体業務に生じる

負担、新型コロナウイルス感染症軽症者



等の療養方針に係る厚生労働省の事務連

絡が地方自治体業務に与えた影響、新型

コロナウイルスに係る外出自粛等による

子どものストレスに対するケアの必要性、

帰国者の外出自粛・健康管理等の実施確

保に向けた地方自治体との連携の必要性、

行政計画に関する判断基準を検討・整理

し策定における地方自治体への支援を強

化する必要性、生活支援臨時給付金に係

る市町村の負担を軽減するために国が支

援策を講じる必要性、「新型コロナウイル

ス感染症対応地方創生臨時交付金」の地

域独自の補償策への活用の可否、全世帯

への布製マスクの配布を撤回し不織布製

マスクを配布する必要性、ＮＨＫに委託

された訪問員が戸別訪問時に受信契約等

を求める行為が弁護士法に違反する可能

性などが取り上げられた。

５月25日、国と地方の行政の役割分担

に関する件について橋本厚生労働副大臣、

長谷川総務副大臣、宮本経済産業大臣政

務官、神田内閣府大臣政務官、木村総務

大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を

行った。

質疑では、ＧＩＧＡスクール構想実現

による教育のＩＣＴ化推進に向けた文部

科学省の意気込み、過疎化や人口減少等

の課題に対応する市町村に対する国の支

援の在り方と都道府県の役割、持続化給

付金について申請サポート会場を市区町

村ごとに設置し事業者を支援する必要性、

都道府県・市町村への申請サポートに関

する行政のワンストップサービスの必要

性、総務省が遺留金の行政評価局調査に

おいて想定している調査項目の着眼点及

び調査等対象機関、行旅死亡人等の葬祭

等の費用について市町村からの請求に対

し預金口座からの払戻しに金融機関がゆ

うちょ銀行並みに応じる必要性、行政計

画策定に係る地方自治体の業務負担に関

する実態把握及び議論の促進の必要性、

今後見込まれる人口減少や高齢化等を踏

まえた調査・分析を行う必要性、地方議

会議員選挙で求められる住所要件の考え

方と認定方法の在り方、地方自治体が財

政力等に関わらず妊産婦等への支援を十

分行えるよう総務省が配慮する必要性、

医療提供体制を支えるための第２次補正

予算案や診療報酬制度の運用等の方向性、

ＮＨＫが契約者の住民票の写しを取得す

る際に全ての地方自治体において契約書

の写しなどを提出させる必要性などが取

り上げられた。

（２）委員会経過

○令和２年２月17日(月)（第１回）

理事の補欠選任を行った。

行政監視、行政評価及び行政に対する苦情に

関する調査を行うことを決定した。

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

政策評価の現状等に関する件について高市総

務大臣から説明を、政府参考人から補足説明

を聴いた。

国と地方の行政の役割分担に関する件につい

て次の参考人から意見を聴いた後、各参考人

に対し質疑を行った。

〔参考人〕

鹿児島県大和村長 伊集院幼君

明治大学公共政策大学院ガバナンス研究科

専任教授 木村俊介君

中央大学法学部教授 礒崎初仁君

〔質疑者〕

阿達雅志君（自民）、小沢雅仁君（※）、西

田実仁君（公明）、梅村聡君（維新）、吉良



よし子君（共産）、 良鉄美君（沖縄）、渡

辺喜美君（みん）

○令和２年４月13日(月)（第２回）

理事の補欠選任を行った。

政府参考人の出席を求めることを決定した。

行政評価等プログラムに関する件及び行政評

価・監視活動実績の概要に関する件について

高市総務大臣から説明を、政府参考人から補

足説明を聴いた。

行政評価等プログラムに関する件、政策評価

の現状等に関する件及び行政評価・監視活動

実績の概要に関する件について高市総務大

臣、牧原経済産業副大臣及び政府参考人に対

し質疑を行った。

〔質疑者〕

江崎孝君（※）、倉林明子君（共産）、伊波

洋一君（沖縄）、浜田聡君（みん）

国と地方の行政の役割分担に関する小委員会

を設置することを決定した後、小委員及び小

委員長を選任した。

なお、小委員及び小委員長の変更の件並びに

小委員会における政府参考人及び参考人の出

席要求の件については委員長に一任すること

に決定した。

○令和２年６月１日(月)（第３回）

理事の補欠選任を行った。

政府参考人の出席を求めることを決定した。

行政評価・監視活動実績の概要に関する件に

ついて高市総務大臣から説明を、政府参考人

から補足説明を聴いた。

国と地方の行政の役割分担に関する小委員長

西田実仁君から報告を聴いた。

行政監視、行政評価及び行政に対する苦情に

関する調査報告書（行政監視の実施の状況等

に関する報告書）を提出することを決定した。

行政監視、行政評価及び行政に対する苦情に

関する調査の中間報告要求書を提出すること

を決定した。

○令和２年６月17日(水)（第４回）

行政監視、行政評価及び行政に対する苦情に

関する調査の継続調査要求書を提出すること

を決定した。

閉会中における委員派遣については委員長に

一任することに決定した。

■ 国と地方の行政の役割分担に関する小委員

会

○令和２年４月13日(月)（第１回）

国と地方の行政の役割分担に関する件につい

て高市総務大臣、 藤総務大臣政務官、神田

内閣府大臣政務官、藤原内閣府大臣政務官及

び政府参考人に対し質疑を行った。

〔質疑者〕

徳茂雅之君（自民）、吉川沙織君（※）、田

名部匡代君（※）、竹内真二君（公明）、山

添拓君（共産）、伊波洋一君（沖縄）、浜田

聡君（みん）

○令和２年５月25日(月)（第２回）

国と地方の行政の役割分担に関する件につい

て橋本厚生労働副大臣、長谷川総務副大臣、

宮本経済産業大臣政務官、神田内閣府大臣政

務官、木村総務大臣政務官及び政府参考人に

対し質疑を行った。

〔質疑者〕

堂故茂君（自民）、小林正夫君（※）、小沢

雅仁君（※）、竹内真二君（公明）、梅村聡

君（維新）、吉良よし子君（共産）、伊波洋

一君（沖縄）、浜田聡君（みん）



（３）行政監視の実施の状況等に関する報告要旨

【要 旨】

平成30年６月に合意された本院の行政監視機能の強化に関する参議院改革協議会報告書において、

行政監視機能の強化に議院全体として取り組むとされたことを受け、本委員会は本院の行政監視機

能の主要部分を担うべく、行政監視機能の強化の具体化に向け、取り組んできた。

委員会においては、政府からの説明聴取及び質疑を行うとともに、国と地方の行政の役割分担に

関する件について参考人からの意見聴取及び質疑を行った。

さらに、国と地方の行政の役割分担の在り方等について調査検討するため、国と地方の行政の役

割分担に関する小委員会を設置し、小委員会において政府に対する質疑を行った。

委員会及び小委員会においては、国と地方の行政の役割と連携の在り方、地方自治体の業務負担

の実状、新型コロナウイルス感染症に対する政府の対応状況など多岐にわたる議論が行われた。

このほか、理事会等において、行政監視機能の強化の在り方に関する協議を重ね、本委員会にお

ける行政監視機能の強化に関する申合せを行うとともに、参議院のホームページに開設した行政に

対する苦情窓口を通して苦情を受け付けるなどの取組を進めた。


